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要　約
本稿では、「課税の公平」の観点から法人税に対する累進税率適用の可否を
議論している。税率構造として比例税率、累進税率があるが、比例税率は、課
税標準の大きさに関係なく一定割合の税率を課すものであり、また累進税率
は、金額ないし価額の増加に応じて累進して定められる税率である。
では、当該 ₂ つの税率に関していかなる適用基準が存在するのか。通常、納
税義務者の担税力を直接の基準としない租税については、比例税率が、納税義
務者の担税力を直接の基準として課される租税については、累進税率が用いら
れる。所得税と同様に担税力を基準とする法人税に比例税率が適用されている
のは、個人（自然人）と法人とは性質が異なり、法人税が「富の再分配」にな
じまないことがその理由である。しかしならがら、日本国憲法の趣旨に照らせ
ば、納税に個人（自然人）、法人、外国人の区別はなく、よって、累進税率の適
用も十分、考えられる。
キーワード： 比例税率、累進税率、担税力、能力説、利益説
JEL分類番号：K₃₄.
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はじめに
本稿の目的は、「課税の公平」の観点から法人税に対する累進税率適用の可
否を議論することである。税率構造としては、比例税率（ﬂat rate）、累進税率
（graduation、progressive rate）があることが周知されている。ここで比例税率
とは、課税標準の大きさに関係なく一定割合の税率を課すものであり（法人
税、地価税・固定資産税・消費税等に係る税率）、また累進税率とは、金額ないし価
額の増加に応じて累進して定められる税率をいう（所得税・相続税等）。
では、当該 ₂ つの税率に関していかなる適用基準が存在するのであろうか。
通常、それらは納税義務者の担税力を直接の基準としない租税について
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
は、比
例税率が用いられ、納税義務者の担税力を直接の基準として課される租税につ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
いて
4 4
は、累進税率が用いられる、とされている1）。
しかしながら、ここで奇異に思うのは、法人税、所得税、相続税にかかる当
該税率の適用についてである。課税標準、すなわちそれはいずれも「所得」で
あるが、法人、個人の区別はあるものの担税力を直接の基準としながらも法人
税には比例税率、所得税（相続税）に累進税率が適用されていることである2）。
周知の通り、納税金額は、課税標準に税率を乗じて決定されるが、同じ「所
得」を課税標準としながらもそこで適用される税率に齟齬があるとすれば、当
該納税額が異なり、それがひいては公平を基本とする租税制度の根本をも揺る
がすことにもなりかねないことになると思われる。
本稿では、当該課題を解決するために、まず、何故、税を納めるかについて
 1） 金子（［₂₀₁₄］、₁₇₁-₁₇₅頁）。
 2） 相続税については、まず「課税遺産総額」計算し、それに法定相続分通りに各人が取得
したものとして取得金額を計算し、その金額に法定相続分に応じた税率を乗じて「相続
税額の総額」を計算する。そして、この相続税額の総額に各々が取得した正味財産額で
ある課税価額割合で按分し、相続税額を計算する。よって相続税の「課税標準」は、「所
得」というより当該「取得価格」と言った方が良いであろう。
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述べ、租税原理として利益悦、能力説について議論した後、課税の公平の論理
を考察し、如何なる場合、如何なる理由で比例税率、累進税率が各々の＂税＂
に適用されるのか、所得税法（相続税法）、法人税法による（課税）所得計算の
概要を踏まえて、税率適用の可否を論究したい。
なお、本稿では表題にある通り、主に所得税率と法人税率に対する税率適用
の比較を通して議論するものであり、現に比例税率（一定税率）が適用されて
いる消費税、地方税等には言及していない。それは上述した ₂ つの税率とは消
費税、地方税等が税の性質・構造が基本的に異なるからである。
1 ．何故“税を納めるのか”
＂何故に税を納めなくてはならないか＂とう単純な疑問に対して金子（［₂₀₁₄
年］、 ₈ 頁）は、「…租税は、現代国家において種々の機能を果たしているが、
その本来の機能は、公共サービスを提供するために必要な資金を調達すること
にある。したがって、租税法の基本概念である租税の意義につき、ここでは
『国家が、特別の給付に対する反対給付
4 4 4 4
としてではなく、公共サービスを提供
するための資金を調達する目的で、法律の定めに基づいて私人に課する金銭給
4 4 4 4 4 4 4 4 4
付
4
である』（傍点、太字は筆者）」と述べられているが、この短い文言のなかに
「我々が何故、税を納めるか」、また「租税とは何か」、「何のために納めるか」
という考えが、含まれているように思われる3）。
すなわち、租税は＂我々が国家から様々な公共サービス＂を享受するために
 3） その他、「租税とは何か」を論じたものに以下の見解がある。北野弘久（稿）「租税とは、
国又は地方公共団体がその必要な経費に充てるため国民から反対給付なしに強制的に徴
収する金銭給付である」北野弘久編著『現代税法講義第 ₂ 版』法律文化社、平成 ₆
年 ₄ 頁。「租税とは、国又は地方公共団体がその課税権に基づき特別の給付に対する反
対給付としてではなく、これらの経費に充てるための財力調達の目的をもって法律の定
める課税要件に該当するすべての者に対して一般的標準により均等に賦課する金銭給付
である」田中二郎著『租税法第 ₃ 版』有斐閣、平成 ₂ 年 ₂ 頁。
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課され、そしてそれは特別な給付に対する反対給付ではなく、あらゆる公共
サービスを提供するための資金調達を目的にしている。このため、当該命題に
対しては単に「公共サービス提供するための資金調達」ということになるが、
そこには後述するように「課税の公平」を考慮した租税原理が総合的に求めら
れることになる4）。
2 ．租税原理
租税原理としては、「利益説（応益説）」、「能力説（応能説）」という ₂ つの議
論がある。前者は、納税者が政府から受ける便益（利益）に応じて租税を配分
しようとするもので、これは政府から享受する利益の対価としての租税を意味
している5）。
「利益説」にしたがえば、国民は課税と引き換えに政府のサービスを受益す
ることができる。利益説を公平と感ずるのは、分配に関する限界生産力説を公
平と感ずるのと似ている。すなわち分配の限界生産力説では、人々は生産に貢
献した度合いに応じて所得分配を受けることとして説明がなされる。もともと
人間は自分と相手との取引がgive and takeの関係になっていることを要求する
 4） ここで総合的にとはその他、租税原則である「中立性」、「簡素」にも配慮することを意
味している。
 5） 末永（［₂₀₀₆年］、₁₅₇-₁₅₈頁）も次のように述べている。「…応益負担の原理（以下、応益説と
いう）は、『国家活動から受ける給付（利益、対価）の程度に応じて』税を負担するのに対
して、応能負担の原理（以下、応能説という）は、『各人の税負担に応じて』、つまり担税
力に応じて税負担を行うというものである。…税率は、税額を算出するために課税標準
に対して適用される比率であり、大きく比例税率と累進税率に分けられる。比例税率
は、その税額が課税標準、ここでは所得が増大するとこれに比例して増大するとこれに
比例して増加するので、先の応益説にマッチする税率といわれている。これに対して、
累進税率（ここでは超過累進税率を想定する）は、課税標準＝所得が大きくなるにつれて次
第に高い税率が適用されるので、先の応能説にマッチした税率であるとされる（太字は筆
者）。」
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傾向にあり、それは相手が政府であってもいえるから納税するからには、その
見返りとして政府からの利益を要求するのである。いわゆる受益者負担原則は
人々に最も受け入れやすい原理であるといえる。すなわち、利益説は公平性の
原理に合致していると同時に資源の効率的配分として政府による公共財の最適
供給の条件を満たす可能性を持っている。ただ、この利益説の理論的な利点は
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
同時に利益説によって
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
課税することが極めて難しいという欠点となっているこ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
とも忘れてはならない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。つまり、人の予想受益額を測定することは困難と言わ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ざるを得ないということである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。したがって、利益説は公平性の理念としては
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
優れているもののそれをそのまま厳密に具体的な課税政策に応用することはで
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
きない
4 4 4
、とされる6）。
一方、「能力説」は、納税者が経済的に租税を負担することのできる能力（担
税力）に応じて租税を配分しようとするもので、今日、この能力説が有力なも
のとして租税原則を支え、租税制度は当該議論に立脚しているともいえる。
能力説に従えば、能力に応じて負担させれば負担感が軽減されるだろうとい
う考えから、税負担は相対的に均等化されるという意味で「公平性の原則」に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
も合致しているとされる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。また、所得の大きさと所得から得られる限界効用の
大きさは逆相関しており所得が大である程、限界効用は小さい。よって、所得
を手放して税を納めることから失われる効用、すなわち犠牲は所得が大である
程度小さくて済む。換言すれば所得が大きい程、税を負担する能力、担税力は
大きい。このため、担税力に応じて課税することで負担感を公平にすることが
できるという。
さらに、「能力説」は、担税力により課税することから、「所得の再配分」に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
資する税
4 4 4 4
であるともされている。
これらのことは金子（［₂₀₁₄］、₈₁-₈₂頁）の次のような言葉からも明らかである。
「…税負担が担税力に即して配分されなければならないことは、今日の
 6） 山田（［₂₀₁₄年］、₈₆-₈₈頁）。
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租税理論がほぼ一致して認めるところである。…₁₈、 ₉ 世紀には、自由主
義経済思想の影響のもと、利益説ないし対価説と呼ばれる考え方が主張さ
れ、税負担は各人が国家から受ける保護や利益に比例して配分されるべき
である、と考えられた。しかし、20世紀になると、租税を納付することは
国民の当然の義務であり、税負担は各人の担税力に応じて配分されるべき
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
である、という考え方が支配的になった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。担税力とは、各人の経済的負担
能力のことであるが、担税力の基準としては、所得・財産および消費の ₃
つをあげることができる。このうち、消費は、担税力の尺度としては最も
劣っており、消費税は、課税対象の選定の仕方によっては、逆心的になり
やすい。これに対し、所得および財産は、担税力の尺度としてはすぐれて
おり、しかもそれらを対象とする租税においては、消費税の場合とは異な
り、累進税率の適用が可能であるから、これらの租税は、公平な税負担の
配分ならびに富の再配分の要請によりよく適合している。…（太字は筆
者）」
このように「担税力」は各人の経済的負担能力を指し、その基準は所得、財
産、消費であるもののこれらのうち所得、財産が当該担税力の尺度としてすぐ
れていることから累進税率の適用が可能であり、公平な税負担の配分ならびに
富の再配分によりよく適合しており、「租税の意義」、「租税の役割」、それはす
なわち「租税原理」でもあるが、最も適合しているといえる。
このように「能力説」が「租税原理」として有力な議論であり、そこには「担
税力に適ったもので『公平な税負担』に適合する」こと、また「『富の再分配』
によりよく適合する」という ₂ つの根拠がある。
しかしながら、これとは異なった見解も散見される。山田（［₂₀₁₃］、₈₈-₈₉頁）
は「能力説」が所得の差異に適した税であることは認めつつも「課税の公平」
の観点からはそれは部分的な公平に過ぎないもので、むしろ「富の再分配」の
方に有効であるとして次のような主張を述べている。
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「…能力説は国民が政府から受ける便益については何も言っていないか
ら、税の負担がどれだけ公平になっても各人が享受する便益について不公
平が生ずる可能性を排除できない。厳密に云えば能力説は部分的な公平性
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に過ぎない
4 4 4 4 4
。また、所得に関する限界効用逓減の法則から税負担感の逓減
を導くには効用の個人間比較が可能でなければならない。この点も厳密に
は比較可能と云えないから能力説は公平性の原則としては不完全である
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。
能力説は税の公平性や公平さよりもむしろ所得の再分配を実現するのに有
効な課税原理であると云える。…（傍点、太字は筆者）」
また、牛島（［₂₀₀₄］、₁₃₇-₁₃₈頁）は、市場経済のもとで「等しいものを出し
合う」ことが公平の原則であるとすれば、それは当該拘束される時間という観
点から問題となるとして、まず「利益説」、「能力説」をそれぞれ説明した後、
「利益」も「担税力」も時間という尺度を用いれば具体的な税制構造を示すこ
とはできないとして次のような考えを述べている。
「…利益説は、国が供給する公共財から受ける便益ないし利益に基準を
求めて税の配分を決める考え方である。公平の基準は『国から受ける利益
に応じて、税負担を配分する』という命題で示される。ここで『応じて』
とう表現には、納税者が出し合うべき『等しいもの』が含意されているの
であって、『等しいもの』を決めるための尺度に『受益』の大きさがおか
れているとみなされる。これに対して能力説は、国から受ける利益とは全
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
く関係なく、『各個人の持つ担税力に税負担を負うべきである』という命
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
題で示されている
4 4 4 4 4 4 4 4
能力説の基準にも、『に応じて』の言葉が含まれてお
り、これによって能力説の場合、『等しいもの』は各個人の担税力となる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。
しかし、いずれの説も、『等しいもの』と関連する『利益』ないしは『担
税力』が各個人について正確に測られたとしても、それぞれの命題から、
具体的な税構造を導き出すことはできないのであって、この点が賦役に関
する公平の基準とことなることころである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。この理由は『に応じて』とい
8
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う言葉に含まれる曖昧さにあるともいえるが、より正確にいえば、『利益』
も『担税力』も時間に置き換えることができないところに原因がある。…
（傍点、太字は筆者）」
要するに、「租税の意義」、「租税とは何か」という命題から「租税原理」を
問えば、「課税の公平」が根底にあり最も優先されるべきであり、それを実現
するには「能力説」が有力なる議論として考えられる。その理由は、当該能力
説がその背後にある個々の担税力を考慮しており、また富の再分配にもよりよ
く適合するからである。すなわち、各人の能力に応じて税を負担させることで
負担感が軽減され、税負担は相対的に均等化されることから公平性の原則に
合っている。なお、これらの議論は「部分的な公平にすぎない」、また「不完
全な公平である」との指摘については、能力説自体が国から享受する便益を度
外視し、個人の税にかかる当該負担能力に依存していることから、個々人の受
益は元々が測定不可能であり、またその要求水準も個人格差があり、確実なる
受益を求めることはできない。よって、そうした指摘は能力説の批判にはあた
らないと考える。
他方、利益説は、公共サービスから受益に対して税を支払うことから説得力
のある議論であるものの上述したように公共サービスから各個人が受けると予
想される受益額が不確定であることから「課税の公平」の観点から理念
4 4
として
は適切であるとしても「租税原理」には則ないものと考える。
３ ．課税の公平
３．1 経緯
「課税の公平」については、古くはアダム・スミスの著書「国富論」のなか
で租税の ₄ 原則（①公平の原則、②明確の原則、③納税の便宜、④徴税費の節約）の
うちその第 ₁ 原則として、「公平の原則」の重要性が指摘されている。
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アダム・スミス（［₁₉₇₆年］、（訳書）₂₂₀-₂₂₁頁）によれば、各個人の私的収入
は、結局のところ、地代、利潤および賃金という ₃ 種類の源泉から生じること
から、あらゆる租税も終局的にはこれらのどれかから、あるいはそれら全てか
ら、つまりそれら ₄ 種から無差別に支払わざるを得ないとして、 ₄ 種の収入の
うち、終局的には、そのどれかただ ₁ つにかかるような税はすべて、他の ₃ つ
に影響しないのだから、その点ではかならず不公平であるということであり、
課税についての公平の課題も当該不公平感の除去にあることである、と述べて
いる。
また、遠藤（［₁₉₉₇年］、₉₀-₉₁頁）がまとめたワグナーの租税原則も当該原則
として ₄ つの大原則（⑴財政政策上の原則、⑵国民経済上の原則、⑶公平の原則、⑷
税務政策上の原則）と ₉ つの小原則（①十分の原則、②弾力性の原則、③税源選択の
原則、④税種選択の原則、⑤普遍の原則、⑥公平の原則［・課税の普遍性…負担は普遍的に
配分されること、・特権階級の免税は排除されるべきであること。・課税の平等性…負担は平等に、
能力に応じて課税されること］⑦明確の原則、⑧便宜の原則、⑨最小徴税の原則）を述べ
ており、さらにマスグレイブ（［₁₉₈₃年］、（訳書）₂₈₆頁）」も「望ましい税構造
の条件」として ₆ つの租税原則（①税負担の配分は公平であること、②経済的諸決
定に対する干渉を最小にするような税を選択、③投資意欲促進手段としての租税政策は
租税体系の公平への干渉を最小にすべき、④租税構造は経済の安定と成長の目的のため
の財政政策の使用、⑤公正且つ非恣意的税務行政を可能にすること、⑥税務行政と納税
上の費用をできるだけ最小する）と主張しており、いずれも「課税の公平」につ
いての重要性に最大の配慮がなされている。
他方、わが国では、日本における長期的・安定的な税制と税務行政の確立を
図るため、₁₉₄₉年にシャウプ使節団が来日し、いわゆる「シャウプ勧告書」を
提出した。
この勧告書の基本原則は、₁₉₅₀年の税制改正に反映され、国税と地方税にわ
たる税制の合理化と負担の適正化が図られ、具体的には所得税を税制の根幹に
10
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据え、基礎控除額を引き上げて負担の軽減を図ると同時に、その減収分は高額
所得者へ富裕税として課税された。また、申告納税制度の水準の向上を図るた
めの青色申告制度や、容易で確実な納付のための納税貯蓄組合制度も導入され
た7）。
また、₁₉₈₈年、政府は「税制改革法」を制定し、その第 ₃ 条において税制の
基本理念として「今次の税制改革は、租税は国民が社会共通の費用を広く公平
に分かち合うためのものであるという基本的認識の下に、税負担の公平を確保
し、税制の経済に対する中立性を保持し、及び税制の簡素化を図ることを基本
原則として行われるものとする」と規定し、「租税原則」として ₃ つの原則
［“（負担の）公平”、＂（経済の）中立＂、＂（制度の）簡素＂］が明らかにされた。
これら ₃ つの原則のうち、とりわけ重要なのは＂負担の公平＂についてであ
る。それは＂公平＂の概念が明確であってこそはじめて＂税＂を国民から徴収
ができ、租税制度が確立するのである。
３．2 水平的公平と垂直的公平
課税の＂公平＂は「応能負担」がその基本をなすものであるという考え方が
最も有力である。すなわち、税を負担できる人（高い所得を得る人＝「担税力［税
を担う能力がある人］」）ほど、多くの税を負担する、という考え方である。その理
由の ₁ つには、担税力の高い人ほど公共機関との関係が深いことが挙げられる。
具体的な例を挙げれば、所得の高い人ほど公共施設（道路、通信、上下水道の
負担－受益者負担－等）を利用することが多く、また様々な人々からターゲット
になりやすく警察関係者等に対して多くを頼ることになるとも考えられる。さ
らに富の再分配機能や社会保障の充実の要請等も当該原則に求められることは
これまで述べた通りである。
ここで担税力のある人、すなわち経済力がある人がその分、多くの税を負担
 7） 国税庁H・Pより
11
法人税に対する累進税率適用の可否に関する一考察 －課税の公平を中心として－（紙）
すること、これを「垂直的公平」という。ここでの累進課税方式（累進税率の
適用）はその具体的な制度である。また、同じ経済力を持つ人が同じ税を負担
することを「水平的公平」という。
経済力のある人が、多く税を負担する、また同じ経済力をもつものが同じ税
を負担する、という ₂ つの考え方はどのように異なるのであろうか。
北野（［₁₉₈₇年］、₃₅頁）は、垂直的公平は量的担税力として理解できるとし
て、これが同じ収入でも勤労性所得（給与所得、退職所得、事業所得等）と資産性
所得（利子所得、配当所得、不動産所得等）とが同じ税率を課すものであれば、当
該応能負担には反するとして、前者には低い税率を、後者には高い税率を乗じ
ることにより「税の負担の公平」が維持されるとし、これを「質的担税力」と
述べているが、筆者はこの「質的担税力」が「水平的公平」の本質ではないか
と考えている。
よって、これら ₂ つの＂公平の概念＂も根底は同じ意味であり、それはすな
わち各人の「担税力（応能負担の原則）」に依存するものといえる。
４ ．税率の構造
税額を算出するために課税標準に対して乗じられる比率が税率（ tax rate）
であり、課税標準が金額ないし価額をもって定められている場合、税率は、通
常、百分比・万分比等をもって定められ、そこには比例税率、累進税率が適用
される8）。
４．1 比例税率
課税標準の大きさに関係がなくその一定割合である税率をいう。例えば地価
 8） なお、課税標準が数量をもって定められている場合、税率は、課税標準の一単位につき
一定の金額で示される。以上、金子（［₂₀₁₄年］、₁₇₁頁）。
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税、固定資産税、消費税が一般的である。法人税も様々な優遇措置があるもの
の基本は一定税率、すなわち比例税率が適用されている。比例税率で税額を計
算すれば、課税標準、すなわち「所得」であるが、大きければそれだけ多くの
税額が計算される。また、比例税率は「利益説（応益説）」に合致した税率であ
るという。だが、そこには各人の担税力とは無関係であることはこれまで述べ
たとおりである。
４．2 累進税率
課税標準の金額ないし価額の増加にともない累進して定められる税率であ
る。所得税、相続税等に適用されている。当該累進税率には課税標準が大きく
なるにつれて、その全体に対して単純に高率を適用する単純累進税率と課税標
準を多数の段階に区分し上の段階に進むにしたがって、段階的に高率を適用す
る超過累進税率とがある。超過累進税率における課税標準の区分の各段階を課
税段階（bracket）といい各段階に適用される税率を段階税率（marginal rate）
という。超過累進税率は、担税力に応じた税負担の配分の要請に最も適合する
ため、多くの国において適用されており、わが国も同様である9）。
４．３ 課税の公平と税率構造
比例税率、累進税率、いずれの税率が適用されることが妥当であろうか。先
に述べたように納税義務者の担税力を直接の基準としない租税には通常、比例
税率が用いられ、納税義務者の担税力を直接の基準として課される租税につい
ては、累進税率が用いられる、という。
だが、課税の公平の観点から、それが各人の「担税力（応能負担の原則）」に
依存するならば、そこには累進税率が適用されることになる。
このことについて北野（［₂₀₀₅年a］、₁₈-₂₁頁）は次のような主張を述べている。
 9） 金子（［₂₀₁₄年］、₁₇₁-₁₇₂頁）。
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「…筆者が強調したいことがらは『応能負担原則・累進税の原理は憲法
の社会権思想（thinking of social human rights）の表現・具現化であり、
現代福祉国家における最も重要な立憲主義（constitutionalism）の要請で
ある』。…『フラット・タックス論は基本的に誤りである』という点であっ
た。この要請は、個人課税はもとより、法人課税にも妥当すると強調した
のであった…日本を含めて多くの国において租税及び租税体系のフラット
化の流れが支配的になりつつある。具体的に言えば、累進税（progressive 
tax）ではなく、均等税（poll tax）や比例税（proportional tax）が支配
的になりつつある。フラット化を正当化する理論として、応益
4
負担原則
（principle ＂beneﬁt to pay tax＂）が持ち出される。応益
4
負担原則は、課税
庁側が課税の根拠の ₁ つとして、いわばその説明の ₁ つの手段として用い
ることができるが、納税者側から言えば、税負担配分のあり方としては、
応能
4
負担原則・累進税の原理しか存在しない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。声高に主張される応益
4
負担
原則・フラット税の原理を正当化し得る社会科学的根拠も存在せず、ま
た、憲法上の根拠も存在しない。…フラット・タックス論は基本的に誤り
であると言わねばならない（傍点、太字は筆者）。」
北野教授によれば、応能負担原則・累進税の原理は憲法の社会権思想の表
現・具現化であり、それは個人課税ばかりでなく法人課税にも妥当するとい
う、そして納税者サイドからは税負担の在り方としては応能負担原則・累進税
の原理しか存在しない。比例税率は誤りであり、それは課税庁が「利益説」を
課税の根拠とするもののそこには社会科学的根拠も憲法上の根拠も存在しない。
しかしながら、牛島（［₂₀₀₄］、₁₄₅頁）は財政学の見地から累進税率、比例税
率適用のこれまでの経緯を述べたうえで、累進税率の根拠の希薄さを次のよう
に主張している。
「…戦後、世界経済が順調に展開されていた1960年代および70年代は、
いずれの国も堅実な経済情勢を背景に高所得者から多くの税をとるという
14
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考えを持っていた。そのため累進度の高い所得税構造が設定されてきた。
そして、この状態が長くつづくことで、誰もが『所得税の公平は累進課税
によって実現する』という考えを持つようになった。…そして、₁₉₈₀年代
に入って世界経済に不安定さが増すにつれて、中堅所得者層の労働インセ
ンティブと関連して累進度が問題にされることになるのである。…₈₀年代
に入って所得の伸びの鈍化が見られるようになると、強く感じる税負担感
が労働インセンティブに作用して、さらに、経済の停滞を長引かせるとい
う悪循環さえ現れてきた。これによって、各国とも『高所得者に重い税を
課す』という考えを見直す必要が出てきたため
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、1980年代に入って、各国
とも所得税の思い切ったフラット化を進めることとなった。このことを見
ても、累進課税の根拠づけは希薄であって
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、その時々にすすめられる租税
政策の方向づけと関連して、結果的に累進課税の構造が決められてきたと
見るべきであろう（傍点、太字は筆者）。」
このようにみると比例税率は「利益説（応益説）」を反映した税率であり、そ
れがいわゆる政策的な観点から適用されているものといえよう。他方、累進税
率は「能力説（応能説）」を根拠として、課税の公平に合致した税率であると考
えられる。したがって北野教授も述べたように税率構造としては「累進税率」
が課税の公平に最も合致した税率であるといわねばならない。
５ ．個人所得課税と法人所得課税の概要
基本的に税額の計算は、課税標準に税率を乗じることで求められる。ここで
の課税標準は標記に関する課税では「所得」であることからここでは所得とは
何か、つまりそれは「所得概念」あるが、検討しておく必要がある。そしてそ
れらを踏まえて各々、所得課税、法人課税の＂所得＂の計算を確認する。
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５．1 所得概念
金子（［₂₀₁₄年］、₁₇₇-₁₇₉頁）は、真の意味における所得（ real income）は財
貨の利用によって得られる効用と人的役務から満足を意味するが、これらの効
用や満足を測定し定量化することは困難であり、よって金銭的な価値で表現せ
ざるをえない、として「所得概念」を消費型（支出型）所得概念と取得型（発
生型）所得概念の ₂ つに分類されているが、前者は①所得の概念を消費として
構成することは所得の言葉に反すること、②蓄積に向けられる部分を課税の対
象から除外すること、③相続税・贈与税の大幅な増税をもたらすこと、④高齢
弱者が貯蓄を取り崩しその消費に課税することの不合理性、⑤消費のための借
入に関しても課税されるという常識に欠ける、⑥家族間の所得の帰属が不確定
であること、⑦税務執行が困難を極めること、⑧法人税への根拠づけが困難と
いう欠点が指摘されており不備であるとされる。
他方、取得型（発生型）所得概念には ₂ つの考え方がある。 ₁ つは、「制限的
所得概念」であり、他の ₁ つは「包括的所得概念」である。前者は一時的・偶
発的・恩恵的な利得から得る所得はその範囲から除外するが、後者では、人の
担税力を増加させる経済的利得はすべて所得を構成する。したがって、反復
的・継続的な利得だけでなく一時的・偶発的・恩恵的な所得も皆、すべてが各
人の所得に含まれるという考え方である。「包括的所得概念」10）は多くの先進国
が採用しており、わが国も当該所得概念を採用している。
「包括的所得概念」の特徴は、①一時的・偶発的・恩恵的な利得であっても
利得者の担税力を増加させることができ、担税力を増加させることになり課税
の対象となり得る、②すべての利得を課税対象とすることで公平の原則にも合
致すること、③所得の範囲を広く構成することで、景気調整機能を増大させ
る、という ₃ つである。
10） よって、極端な例えではあるが、泥棒がお金を盗んだケースでも厳密にはその泥棒は収
入（所得）を得たことになる。
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しかしながら、上述した説明では所得概念の構成はあきらかにされるものの
「所得とは何か」という具体的な命題には答えていない。
金子（［₂₀₀₁年］、₁₂₅頁）は、＂所得＂とは「新たに生産された富」ないし「附
加価値」のことであると定義をしているが、ここでの「富」「附加価値」は具
体的には、何を指すのだろうか。「経済的な価値」とこの文言を置き換えれば
わかりやすいのではないだろうか。すなわち所得とは、「新たな経済的価値の
流入」であり、現在の包括的所得概念のもとでは、個人、法人に対して一時
的・偶発的・恩恵的なものであってもそられはすべて＂新たに流入する経済的
価値＂となり、所得を形成する11）。
５．2 個人所得課税の概要
個人所得課税の基本原則は、「誰の、どんな所得が、いつ課税され、計算は
どうなるのか」であり、具体的には、①「所得」発生しているか（所得概念）、
②その所得は誰のものか（所得の人的帰属）、③非課税の対象となっていないか
（非課税所得）、④その所得はどんな種類か（所得の種類）、⑤その所得はいつ、
だれに課税されるか（所得の年度帰属、人的帰属）、⑥控除されるものは何か（所
得計算＝所得税額の計算）12）からなっている。
所得税法₂₁条には、所得税額の計算の順序が規定されているが、それによる
と、まず、所得を「担税力」に基づき₁₀種類（利子所得、配当所得、不動産所得、
事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得、一時所得、雑所得）に分類す
る。ここでの計算は ₁ 部の例外があるものの「収入－（必要）経費」13）である。
このうち、山林所得、退職所得は分離課税として独自に計算されるが、残りの
₈ つは ₁ 部例外があるものの「総合所得」としてまとめられる。その際には
11） 以上、木山（［₂₀₁₄年］、₆₇-₆₈頁）。
12） 以上、木山（［₂₀₁₄年］、₅₇頁）を一部修正。
13） この計算式で求められるのは、事業所得、不動産所得、山林所得、雑所得の ₄ つであ
る。給与所得は、経費の代わりに「給与所得控除額」が適用されている。
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「損益通算」ができるものはそれを行い、一時所得と長期譲渡所得（保有期間が
₅ 年超のもの）についてはその ₂ 分の ₁ を総合所得に算入する。ここまでの計
算において「総所得金額」、「山林所得」、「退職所得」の ₃ つが存在する。
ただ、その他土地・建物等の譲渡所得、株式等（上場株式、それ以外の株式）
にかかる譲渡所得について前者は分離課税、後者については分離、総合のどち
らかを選択できる。そして、「所得控除」を行い、「課税総所得金額」、「課税山
林所得金額」、「課税退職所得金額」、「その他課税所得（土地・建物の長期・短期
所得、分離選択の上場株式の課税配当所得、株式等に係る課税譲渡所得等）金額」が
求められる。ここで、表－ ₁ に示す税率を乗じるのは「課税総所得金額」に対
してである。そうすることによって当該税額が計算される。その他は分離課税
であることから各々の税率を乗じることで既に税額は確定している。総合、分
離課税による税額を合算し、仮の納税額が決定し、その後、税額控除、源泉徴
収額の控除がなされ、申告税額が決定される。
ここで長期譲渡所得と一時所得に対してその ₂ 分の ₁ を総所得金額に算入す
るのは、各個人の「担税力」の多寡によるものであり、表－ ₁ の税率表も（超
過）累進税率の適用である。
なお、ここでは所得控除（所得税法₇₂条～₈₆条）、非課税所得（所得税法 ₉ 条①
～⑱）、分離課税の多さも注目される。
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以下にこれまで述べた計算のフローを示す。14）
14） 山口（［₂₀₁₅年］、 ₉ 頁）のフローチャートを引用した。
図表－ 1 　税率表（平成27以降）［超過累進税率］
所得税法₈₉条。なお、平成₂₅年より平成₄₉年までの各年分の確定申告において、その年の基準所得
税額の₂.₁％が復興特別所得税として徴収される（「東日本大震災からの復興のための施策を実施する
ために必要な財源の確保に関する特別措置法」 ₈ 、 ₉ 、₁₀、₁₃条）。
課税される所得金額 税率 控除額
₁₉₅万円以下 ₅ % ₀円
₁₉₅万円を超え₃₃₀万円以下 ₁₀% ₉₇,₅₀₀円
₃₃₀万円を超え₆₉₅万円以下 ₂₀% ₄₂₇,₅₀₀円
₆₉₅万円を超え₉₀₀万円以下 ₂₃% ₆₃₆,₀₀₀円
₉₀₀万円を超え₁,₈₀₀万円以下 ₃₃% ₁,₅₃₆,₀₀₀円
₁,₈₀₀万円を超え₄,₀₀₀万円以下 ₄₀% ₂,₇₉₆,₀₀₀円
₄,₀₀₀万円超 ₄₅% ₄,₇₉₆,₀₀₀円
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図表－ 2 　所得税の計算フローチャート
利子所得の金額
総所得金額 山林所得金額退職所得金額
の金額
長期譲渡所得
の金額
短期譲渡所得 当所得の金額式等に係る配分離の上場株
金額
譲渡所得等の式等に係る
課税総所得金額 課税山林所得金額課税退職所得金額
の金額
課税長期譲渡所得
の金額
課税短期譲渡所得
得の金額
に係る課税配当所分離の上場株式等譲渡所得等の金額株式等に係る課税
×
税率
÷
5×
税率
×
5
×
税率
配当所得の金額不動産所得の金額事業所得の金額給与所得の金額
譲渡所得の金額
一時所得の金額雑所得の金額山林所得の金額退職所得の金額
係る配当所得の金額分離の上場株式等に
短期長期
譲渡所得の金額土地等・建物の
長期 短期
（注1） （注2）
等の金額る譲渡所得株式等に係
左記以外株式等上場
⑴各種所得の金額
⑶課税標準
⑸課税所得
⑹算出税額
損　益　通　算
×1/2⑵ ②
⑵ ① 損益通算
純損失または純損失の繰越控除⑵ ③ 雑損失の繰越控除
所　得　控　除
税額 税額 税額 税額 税額 税額 税額
⑷
税　額　控　除
（注 1 ）平成28年分以後は、特定公社債等の利子所得も含まれます。
（注 2 ）平成28年分以後は、特定公社債等の譲渡所得も含まれます。
⑺
源泉徴収税額⑺
申 告 納 税 額⑻
×
分離税率
×
分離税率
×
分離税率
×
分離税率
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５．３ 法人所得課税の概要
法人税は、「法人の所得」にかかる税金である。通常、課税所得は、下記の
計算式にて計算される。
課税所得＝当期純利益＋益金算入＋損金不算入－損金算入－益金不算入
しかしながら、実務では、申告用紙の別表－ ₄ 、別表－ ₅ にて算出される。
企業の決算により、「当期純利益」が求められると、その金額を出発点とし
て、「益金算入」項目、「損金算入」項目等にて調整計算がなされ税額が決定さ
れる。なお、「益金算入」項目、「損金算入」項目以外は、それぞれ「益金不算
入」項目、「損金不算入」項目となる。
ここでは、どんな要件があれば「益金算入」となるか、また「損金算入」項
目となるかが論点となる。
こうして計算された金額に図表－ ₃ の税率を乗じて税額が決定され、特別な
税金を加え、また税額控除を経て申告額が決定する（図表－ ₄ を参照）。
ここで計算された申告額は、いずれにせよ「法人の所得」を示し、それは企
業の「担税力」の大きさを示すものであろう。
図表－ ３ 　税率表　各事業年度の所得に対して課せられる税率
（平成₂₈年 ₄ 月 ₁ 日より開始する事業年度より適用：措置法₄₂の ₃ の ₂ 他）
法人の種類 所得金額
所得が年₈₀₀万
円以下の金額に
対する税率
所得が年₈₀₀万
円超の金額に対
する税率
普通法人
（期末の資本及び出資が ₁ 億
を超える）
全ての所得 ₂₃.₄% ₂₃.₄%
普通中小法人
（期末の資本及び出資が ₁ 億
円以下）
全ての所得   ₁₅% ₂₃.₄%
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・ 一般社団法人等及び公
益法人とみなされてい
る法人（一般社団法人、
公益社団法人etc.）
・ 人格のない社団等（マン
ション管理組合、大学校友
会、PTA、NPO法人etc.）
収益事業に係る所得   ₁₅% ₂₃.₄%
公益法人等
（学校法人、社会福祉法人etc）
収益事業に係る所得   ₁₅%   ₁₉%
協同組合等（単体・農協、
商工組合etc）
特定医療法人（単体）
全ての所得   ₁₅%   ₁₉%
協同組合等（連結）
特定医療法人（連結）
全ての所得   ₁₆%   ₂₀%
特定の協同組合等の特例
税率（₁₀億円超の部分）
全ての所得 ₂₂%
税法が定める中小企業…資本金 ₁ 億円以下の企業をいう。但し、大企業（資本金 ₁ 億円を超える企業）
の子会社ではないこと。
一般社団法人等…一般社団法人及び一般財団法人並びに公益社団法人及び公益財団法人をいう。但
し、一般社団法人及び一般財団法人は普通法人とみなされる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。
公益法人とみなされる
4 4 4 4 4
もの…認可地縁団体、管理組合法人及び団地管理組合法人、法人である政党
等、防災街区整備事業組合、特定非営利活動法人等をいう。
特定の協同組合等…その事業年度における物品供給事業のうち店舗において行われるものに係る収入
金額が₁,₀₀₀億円にその事業年度の月数を乗じてこれを₁₂で除して計算した金額以上
であること等、一定の条件を満たす協同組合をいう。
※ 上記表は₂₈年 ₄ 月より適用されたが、平成₃₀年 ₄ 月より₂₃.₄％が₂₃.₂％に軽減税率₁₅％が₁₉％にな
ることが予定されている。
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図表－ ４ 　法人税の計算フローチャート15）
6 ．法人税に対する累進税率適用の可否にかかる議論
このように所得税、法人税とも「所得」をその課税標準としているものの両
者にかかる税率は、前者が累進税率であり、後者が比例税率である。では、こ
うした税率の適用論理は何を基準とされているのであろうか。
ここに₁₉₈₆年に公表された政府税制調査会の答申がある16）。それによると税
15） 三宅（［₂₀₁₅年］、₁₄₃頁）のフローをもとに修正。
16） 『「税制の抜本的見直しについての答申」昭和₆₁年₁₀月₂₈日　内閣総理大臣　中曽根康弘殿　
税制調査会会長　小倉武一』₆₀-₆₁頁。
所得金額 × 税率
法人税額
△中間納付額
（加算：特別な税金）
特定同族会社の留保金課税（136頁参照）15）
使途秘匿金課税（144頁参照）15）
（減算：税額控除）
所得税額控除
試験研究費等に係る税額控除
投資税額控除　etc.
法人税納付額
計算式で示せば次の通り。
法人税納付額
　＝（所得金額 × 税率）＋（特別な税金）－（税額控除）－（中間納付額）
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率構造として、法人課税に累進税率を導入すべきであるとする意見があるもの
の累進税率の適用を妥当とする考え方の基礎にあるとされる限界効用逓減の法
則17）や所得の再配分という概念は、本来、自然人である個人についてのみ
4 4
考え
られることであり、法人についてはあてはまらない。もし、仮に累進税率を導
入した場合、事業の性格上、資本規模や配当原資としての所得の絶対額が必然
的に大きくならざるを得ない企業は相対的に不利となること等の問題を生じさ
せるおそれがある。したがって、法人課税に累進税率を導入することは適当で
はなく、税率は基本的には単一の比例税率であるべきである、との論理である。
確かに、所得の再配分機能は自然人に対してのものであり、法人については
なじまないという理屈もわからないわけではない。また、累進税率を適用する
ことが資本規模や配当原資として所得の絶対額が大きくなる企業にとっては相
対的に不利になることから比例税率を適用すべきであることも妥当のように思
われる。しかしながら、この論理だけで法人税に対する累進税率適用を否定す
ることは根拠が薄いといわねばならない。その理由は、所得の再分配は所得税
に限られたものではなく、所得、すなわち「新たな経済的価値の流入」、担税
力があるものには等しく税が課され、このことが公共サービスや社会保障等の
財源として活用されることに問題はないと思われる。また、所得の絶対額が大
17） 「限界効用逓減の法則」が必ずしも累進税率の適用の根拠とはならないとして山田（［₂₀₁₃
年］、₁₂₂頁）は次のような批判的な見解を述べている。「…累進税制を肯定する理由に所
得の限界効用の逓減法則という性質を根拠にするものがある。所得が増加するにつれて
所得 ₁ 単位を消費したときの限界効用が減少するという法則である。確かに所有金額が
大きくなるにつれて ₁ 円のありがたさが低下することは誰しも経験する。これを税金に
あてはめれば納税額 ₁ 円の負担感は所得が増えるにしたがって低下することになろう。
しかし、同一の個人については妥当するかもしれないが、異なる個人間ではでは必ずし
もあてはまらない。人々の考え方は様々であり、いわゆる個人効用比較の不可能性とい
う問題である。むしろ貯蓄心の強い人々ほど金銭に対する執着心が強いことや、あるい
は経済的成功を収めた人々ほど無駄な出費に対する節約心はそうでない人より強い傾向
がある。したがって税の負担感が所得とともに逓減するから税が累進的でよいというこ
とにはならない。…」
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きくならざるを得ない企業にとっては不利であるとの指摘についても、同様、
企業はその資本規模を小さくするため資本分割等の対策を講じると思われる
が、こうしたことは現在のグローバルな企業展開による子会社の設立や「持ち
株」会社等の促進、グループ納税の現状をみれば、それほど不利になるとは思
われない。
北野（［₂₀₀₅年］、₁₄₂-₁₄₅頁）は憲法理念の観点から、エコノミストたちによっ
て法人税には応能負担原則・累進税の原理がなじまないとの指摘をしばしばう
けてきた。日本の法人税（法人所得税）は、実定法制度としては所得税（個人所
得税）とは別個の租税として位置づけられており、日本の法人税制度は、法人
を個人とは別個の社会的存在（ social entity）としてとらえている。よって、
現代社会では、法人は個人とは別個の法的主体であり、社会的、政治的、経済
的にも別個の構成単位（ social unit）であることは認めることができる。た
だ、日本国憲法₃₀条は、『国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を
負ふ』と規定しており、ここでの『国民』はnationではなく、people, peuple
を意味し、日本人のみならず外国人、法人、団体等を含むと考えられる。すな
わち、日本の租税国家社会を構成する法人を含むすべての人々を意味するわけ
で同条の『法律』は租税の使途面と徴収面との双方の憲法適合的な『法律』を
意味し、租税国家を前提とする日本国憲法は、租税の使途と徴収とのあり方の
法規範原則を規定しているのである。それ故、使途のあり方では人権尊重、
『福祉本位』。徴収のあり方では『応能負担原則』を規定し、これは法人も例外
でなく、憲法上、「応能負担原則」に適合した『法律』に基づいて納税義務を
負うべきである、と主張している。
また、財政学者である伊藤（［₁₉₈₆年］、₈₈-₈₉頁）も次のような議論を述べて
いる。
「…個人企業の場合、課税される所得税が累進税率であるのに対して、
なぜ法人企業の場合の法人税についてはそうなっていないのかについて
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は、所得の限界効用逓減とか所得の再配分という観念は、法人にはなじま
ないという理屈がある。
しかし、会社の利益が経済力の大きさを示す指標であるということは、
担税力の大きさを示すものであるということとイコールであるし、特に大
法人の場合、（先に述べたように）利益が株主のものというより、むしろ会
社それ自体の所有物であるとされるならば、累進課税をしてはならないと
いう理屈は成立しないのではないか。…（括弧は筆者）」18）
このように法学者、財政学者の視点からも法人税といえども「応能負担原
則」、つまり累進税率の適用が支持されている。
しかしながら、所得税課税においても法人課税のような比例税率が実質的に
は既に適用されている
4 4 4 4 4 4 4 4 4
、との見解もある。すなわち、累進税率が存在している
18） なお、牛島（［₂₀₀₄］、₁₄₀-₁₄₂頁）の累進税率を支持する次のような見解もある。「…市場
経済体制のもとで『貢献に応じた分配』に基準をおく限り、所得格差が生まれるのは当
然のことであるから、この種の所得格差の是正を理由に累進課税の根拠づけを行うこと
はできない。しかし、実際の所得の分配状態が『貢献度に応じた分配』の基準から乖離
した位置にあるときは、その乖離を是正するために累進課税を導入する根拠があたえら
れることはありうる。問題は乖離の方向である。…労働市場、資本市場、および土地市
場等の生産要素市場が完全競争市場に近い状態にあるとき、そこで決まる所得分配状態
は『貢献に応じた分配』に近い状態にあるといえる。ただ、生産要素市場は完全競争を
阻害する要素が混入しやすいことから、実際の分配状態は『貢献に応じた分配』から乖
離しているとみなされ、しかもそこにはつねに一定方向のバイアスが働いているといえ
る。…資本主義体制のもとで市場経済を基盤とするすべての国は『貢献に応じた分配』
を基本としているが、生産要素は必ずしも完全競争市場でないため、実際の所得の分配
状態はそこから乖離して決まる。そこでの乖離の方向は、…『貢献に応じた分配』であ
るとすれば、所得の再分配を通じて…（それらは）課税＝移転支出によってなされるが、
課税形態は、…おおむね累進課税の形態をとることになる。これに対して、移転支出の
ところは、さらに 2 つに分かれ、その 1 は、所得のない人々の生活を公的扶助で支えて
いこうというものであり、もう 1 つは、所得水準の低い人々の生活を扶養手当、医療手
当など諸手当を給付して、支えていくものである。これらの移転支出はいずれの国も社
会保障制度によって実行される。このように、『貢献に応じた分配』と社会保障制度を
主軸とする、いわゆる福祉国家において所得税の公平は累進課税によって支えられてい
るという考え方が、ア・プリオリに持たれるようになった（太字は筆者）。」
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にもかかわらず機能していない
4 4 4 4 4 4 4
、というのである。神野（［₂₀₁₀年］、₆₄-₆₉頁）
は、人が最低限限度生きていくための生活費だけは、免除しようとして所得税
に基礎控除を入れている。また、他に配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控
除、特定扶養控除等の各種所得控除、さらに非課税所得の規定（所得税法 ₉ 条
第 ₁ 項①～⑱に規定されている、他「租税特別措置法」にも規定あり）もある。そし
て、これらの所得を合算し「総合所得」に累進税率をかけて税額を計算する
が、ここでは分離課税の存在も忘れてはならない。所得は給与所得ばかりでは
なく、利子所得や配当所得、不動産所得などの資産所得もあり、日本の所得税
ではこうした資産所得や配当所得、不動産所得などの資産所得の多くが分離課
税として累進税率が適用除外とされている。例えば、配当所得は上場株式の場
合₁₀%、利子所得には₂₀%と定率であり、比例税率が乗じられている。ただ、
重要なのは、キャピタル・ゲイン、つまり、株式を安く買って高く売って得た
利益（そのものの価値の上昇分）への課税である。この株式の売却益についても
特例があり（総合課税か分離課税の選択）、さらには累進税率の超過累進税率の所
得段階が現在「 ₇ 段階でよいのか」という問題もある。よって、わが国の所得
税は既に比例的な負担になっており、高額所得者の所得に対する累進税率の適
用はないに等しい、という考えである。
このように前述した累進税率適用の理念にもかかわらず、わが国は既にオー
ル比例税率の適用がなされているという。いわば、「税構造のフラット化」で
ある。
しかしながら、確かに上述したように様々な控除があるものの所得税の基本
は損益通算等が適用されていることからも「総合所得課税」である。分離課税
は例外的な措置であって、この議論は、実質的な比例税率の適用の事実を示し
たもので、まさに現状の累進税率の欠点を指摘したものであるといえよう。
以上、法人税に対する累進税率適用の論理をまとめると次の ₄ 点になると思
われる。
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　① 企業の利益が経済力の大きさを示す指標であるということは、担税力の
大きさを示すものであるということとイコールである。よって、特に大
法人の場合、（先に述べたように）利益が株主のものというより、むしろ
会社それ自体の所有物であるとされるならば、累進課税を適用すべきで
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
はないという論理は成立しない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と考えられる。
　② 日本の法人税制度は、法人を個人とは別個の社会的存在としてとらえて
いる。したがって、現代社会では法人は個人とは別個の法的主体、別個
の構成単位であることは認めることができる。しかしながら、日本国憲
法₃₀条の規定をみると、そこでは日本人のみならず外国人、法人、団体
等を含み、租税の使途と徴収とのあり方の法規範原則を定めている。そ
れ故、使途のあり方は人権尊重、『福祉本位』が優先され、また、徴収
のあり方では『応能負担原則』が規定されている。このことは法人も例
外でなく、憲法上、「応能負担原則」に適合した『法律』に基づいた納
税義務を負うべきである。
　③ 所得の再配分機能は自然人に対してのものであり、法人についてはなじ
まない、また、累進税率を適用することが資本規模や配当原資として所
得の絶対額が大きくなる企業にとっては相対的に不利になることから比
例税率を適用すべきである、とする議論については、所得の再分配は所
得税に限られたものではなく、所得、つまり「新たな経済的価値の流
入」があり、担税力のあるものには等しく税が課され、それが公共サー
ビスや社会保障等の財源として活用されることには問題はない。さら
に、所得の絶対額が大きくならざるを得ない企業にとっては不利である
との指摘に対しても、現在のグローバルな企業展開による子会社の設立
や「持ち株」会社等の促進、グループ納税の現状からみれば、それほど
不利とは思われない。
　④ 所得税には累進税率、法人税は比例税率が、現在、適用されているが、
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実質的にはオール比例税率の適用がなされているとの指摘に対しても、
それは所得税法に対する累進税率適用の欠点を述べたもので、法人税に
対する累進税率適用を否定したものではない。
以上のことから、法人税に関しても累進税率の適用を認めることができるの
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ではなかろうか
4 4 4 4 4 4 4
。企業の課税所得が担税力を持ち、これは「応能負担」の原則
からも適切なものであり、また、所得の再配分は自然人に対してのものであ
り、法人としてはなじまないという指摘に対しても、憲法上
4 4 4
、税の使途
4 4 4 4
は人権
尊重、福祉本位であり、税の徴収に対して
4 4 4 4 4 4 4 4
は、日本人のみでなく外国人や法人
4 4
も含み
4 4 4
、原則、応能負担であり「担税力」に基づくのが「課税の公平」の見地
からも妥当といえるであろう19）。
なお、その際、超過累進税率の所得段階、そこでの税率等の課題も当然、存
在するが、それは租税政策的な見地からの決定をみるべきもので、むしろ立法
論の領域である。
結　び
何故、税を納めるか、という問いかけを出発点として、課税の公平を中心と
して、法人税かかる税率、すなわち現在の「比例税率」適用の可否を検討して
きた。
租税は＂我々が国家から様々な公共サービス＂を享受するために課され、そ
してそれは特別な給付に対する反対給付ではなく、あらゆる公共サービスを提
19） 北野（［₂₀₀₅b］、₁₄₂-₁₄₅頁）によれば、エコノミスト達によって引き合いに出されること
の多いアメリカでは、法人税についても「累進税率」を導入している。さらに、アメリ
カではほとんど租税特別措置が存在しないのに対して、日本では大法人に偏在して適用
される数多くの租税特別措置の存在を指摘されねばならない。比例法人税率自体が応能
負担原則に抵触し許容されないものであることに加えて、右の租税特別措置の適用に
よって大法人負担の逆進性が実質的には一段と強まるという。このことは「課税の公平」
に反している（太字は筆者）。
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供するための資金調達を目的にしている。このため、当該命題に対しては「公
共サービス提供するための資金調達」ではあるといえるが、そこには「課税の
公平」を考慮した総合的な租税原理が求められる。
租税原理としては、「利益説（応益説）」、「能力説（応能説）」という ₂ つの議
論がある。このうち、「能力説」が課税の公平に適した議論であるといえる。
それは「担税力」に見合う累進税率の適用と富（所得）の再分配に適したもの
であるからである。なお、課税標準に比例税率、累進税率の適用を考えた場
合、当該担税力を直接な基準としない場合には比例税率を、またそれが直接な
基準とする場合、累進税率が適用され、また、法人税に比例税率が適用される
のは、個人（自然人）と法人とは性質が異なり、法人税が「富の再分配」にな
じまないことがその理由ではあるとされるが、日本国憲法の趣旨からいえば、
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
納税に個人
4 4 4 4 4
（自然人
4 4 4
）、法人、外国人の区別があるとはいえない。よって、累進
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
税率の適用も十分に考えられる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。しかしながら、現在、これらのことに逆行す
るように「税のフラット化」が進んでいることは「課税の公平」の見地からも
憂慮すべきことである。なお、その際の課題として、当然、超過累進税率の所
得段階、当該税率等をいくらにするかという実務的な問題も存在するもののそ
れらは租税立法政策的な見地から決定をするべきものであり、いわば立法論の
領域であるといえよう。
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Flat or progressive tax rates for corporate income tax?
 Hirofumi Kami
ABSTRACT
This paper adopts the “tax fairness” perspective to discuss the 
propriety of progressive tax rates on corporate income tax.
The tax rate structure comprises ﬂat and progressive tax rates.　Flat 
tax rates do not consider the principle of taxation according to taxpayer 
ability; therefore, they are applicable at a constant rate without any 
regard for tax base.
However, progressive tax rates consider the taxation according to 
taxpayer ability principle, and are therefore determined by the increase 
in the amount of money or the value.
Therefore, in there, are any criteria for tax exited?
Typically, progressive tax rates are used to directly refer to the taxation 
according to taxpayer ability.　However, in practice, ﬂat tax rates are 
applied.
Nevertheless, similar to progressive tax rates, ﬂat tax rates are applied 
to the taxing power relative to income tax （ i. e., the taxation according 
to taxpayer ability）.
In Japanʼs tax system, personal （natural persons） and corporate taxes 
are characterized differently; therefore, the lack of knowledge regarding 
the “redistribution of wealth” may be attributed to the tax system.
However, the tax payment by personal （natural persons） and foreign 
nationals is the same.　Therefore, I believe that progressive tax rates are 
more suitable for corporate income tax.
Keywords： ﬂat tax rate; progressive tax rate; taxation according to ability; 
ability theory; beneﬁt theory.
JEL Classiﬁcation Number：K₃₄.
32
大阪学院大学経済論集　第30巻 第 1 ･ 2 号
